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視点 

  現状、地域活性化は焦眉の課題となっており、地域金融機関の関与が期待される。本論文

では、地方自治体の施策と彼らが求める地域金融機関の役割を考察している。「地域活性化

の仕組みづくりと地域金融機関」のシリーズでは、地域活性化の成功には、地方自治体が、

需要側の地域住民等のニーズに適合し、彼らに受容される地域経済の活性化の施策を策定・

推進する役割を担うことが不可欠と確認している。本論文では、当該施策を行う地方自治体

で、かつ地域金融機関と密接な連携を行う鹿児島県長島町をケーススタディとしている。 

 本論では、前論に引き続き、長島町の様々な施策及びその策定過程を観察し、その特徴を

再整理した上で、同町の様々な施策が成功する地域活性化の施策であることを確認する。地

方自治体の施策に対する地域金融機関の役割と具体的方法論については、次回考察する。 

 

要旨 

 地域活性化には、地方自治体が供給側の論理ではなく、地域住民等の需要側のニーズに適

合した施策を策定･推進する役割を担う必要がある。本論文は、当該役割を担い、かつ地

域金融機関と連携している鹿児島県長島町をケーススタディとして取り上げる。同町の施

策の具体的な特徴を把握し、地域金融機関の関わり方を考察することを目的としている。 

 前論では、長島町に特有の課題が「地域経済が活性化し、相応の雇用創出があるにも関わ

らず、人口の社会減が続いている」こと、その原因と対応策を確認している。 

 本論は、前論で確認した同町の課題、原因に対する対応策をより広範囲に俯瞰し、井上貴

至前副町長が作成し、土井隆地方創生統括監が継承した｢長島版戦略個票｣の考え方と齟齬

が無いことを確認している。 

 前論では、地域活性化に成功する施策の策定過程が「各個人や団体の特性と要望を対話

によって理解して信頼関係を構築し、地域活性化の当事者とする過程」と「当事者を含

む『人のつながり』で需要側と供給側の特性と要望を調整する過程」の 2 段階で構成さ

れる特徴を持つと論結している。本論は、長島町に特有の問題に対応する様々な施策も

同様の施策過程を持つと論結する。 

 この論結は、前論の議論を補完している。次回は、当該論結を踏まえ、鹿児島相互信用金

庫が関与した長島町の地域活性化の施策が上述の特徴と整合していることを再確認し、地

域金融機関の関わり方を考察する。 

キーワード 

  地域経済の活性化、地域の要望と特性の理解、信頼関係の構築･伸張、人のつながり
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１．はじめに－本論文について 

 本論文1は、吉田（2018a）の議論を踏襲し、地域活性化を「人口移動による人口増

加あるいは人口減少の歯止めを意識し、地域経済の活性化を目的に含む様々な試み」

と規定する。同様に＜1＞地域活性化の成功には、地方自治体が、補助金等を前提に

した供給側の論理ではなく、需要側の地域住民等のニーズに適合し、彼らに受容され

る地域経済の活性化の施策を策定・推進する役割を担うことが不可欠と想定する。地

域住民に受容される施策とは、地域住民が各々の立場で自主的に参加し、その地域で

の生活を選好するよう促す施策を意味する。また、＜2＞当該施策は地域住民が主体

となるため、地域金融機関はより積極的に地域活性化に関与できると想定する。 

 これらの想定を検証するため、本論文は、地域活性化に取り組む地方自治体が出展

する交流会「まちてん2」に着目し、2017 年 12 月に東京･渋谷で開催された第 3 回の

交流会に出展した地方自治体等 11団体中、ランダムに接触した 8団体を対象とする。

当該 8 団体から「補助金に依拠したハコモノや特産品等に頼るのではなく、地域住民

が受容して自主的に参加し、その地域での生活を選好するよう促す施策が提案され、

人口増加を意識している」との条件を満たすと想定される地方自治体等を交流会で対

話した内容によって抽出している。本論文では、抽出された地方自治体のうち、地域

金融機関と連携している鹿児島県長島町を取り上げている。 

 

２．本論文の目的、手順と本論の位置づけ 

 本論文は、鹿児島長島町（図表 1）の施策の特徴を把握し、＜1＞で想定する施策に

該当することを検証した上で、＜2＞の想定を検証することを目的としている。内容

が多岐に渡るため、以下の手順で行っている。 

①本論の規定する地域活性化の視点から鹿児島県長島町の状況を俯瞰し、同町の具体

                            

1「地域活性化の仕組みづくりと地域金融機関（２）」は 3部構成となる。3部全体を本論文、

第 1部に相当する吉田（2018b）を前論、第 2 部に相当する今回の議論を本論と呼称する。 

2 地域活性化に関わる団体を一堂に集めた交流会の通称。実行委員長への取材から地域活性化 

に成功した地方自治体の出展が高いと期待される。詳細は吉田（2018a）を参照のこと。 
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的な課題と主な原因を把握する。 

②①の課題と主な原因への対応を含む 50 項目の施策をまとめた前副町長の井上貴至

氏への取材を中心に、それらの施策の策定過程を明確にする。 

③井上氏が同町の地域おこし協力隊 、町役場、協力企業等と連携して推進した②の

施策の一例を観察してその特徴を把握し、1 頁の＜1＞の想定に該当すると検証する。 

④現「地方創生統括監」の土井隆氏への取材を中心に、井上氏、地域おこし協力隊や

協力企業等担当者の皆様への取材を加味し、長島町の様々な施策が同町に特有の課

題とその主な原因に対応していることを確認し、共通する特徴を把握する。当該施

策が１頁の＜1＞の想定に該当することを再検証する。 

⑤鹿児島相互信用金庫が関与した長島町の地域活性化の施策も同町の施策の特徴と

整合していることを確認し、１頁の＜2＞の想定を吉田(2018)の考察3に留意して検

証する。 

 

            （図表１）長島町の位置  

 

  

 

                   

     

                       （出典）長島町 HP  

 

 前論4では手順①～③に関する議論を行っている。手順①については、長島町の根本

的な課題も人口減少にあり、特有の課題が「地域経済が活性化し、相応の雇用創出が

あるにも関わらず、人口の社会減が続いている」ことにあると把握し、主な原因を 3

項目あげている。手順②③と吉田（2018a）から、同町の施策が「各個人や団体の特

性と要望を理解して信頼関係を構築し、地域活性化の当事者とする過程」と「当事者

を含む『人のつながり』で需要側と供給側の特性と要望を調整する過程」の 2 段階で

策定されると考察している。井上氏はこのような施策の策定過程を「信頼を創り、つ

なげる」方法と述べている。手順③では、手順②の施策の 1 例として阪急交通社との

提携を取り上げ、その特徴を考察し、1 頁の＜1＞の想定と整合すると確認している。 

本論は、手順①～③を対象とした前論の議論に引き続き、手順④を検討する5。 

                            

3 吉田(2018a)は、地方自治体の思索に対する地域金融機関の関わり方も、供給側と需要側を 

含む全ての当事者が｢人とのつながり」の仲で調整する必要があると考察している。 

4 注釈 1 を参照、以下同じ。 

5 特段の表記のない限り、長島町に関する記述は、2018 年 4 月に愛媛県松山市内で行った同
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 本論文は、そのために、現「地方創生統括監」の土井隆氏への取材を中心に、井上

氏や地域おこし協力隊や協力企業等担当者の皆様への取材や現地見学を行っている。

本論は、これら取材等に基づき、長島町の様々な施策が、手順①で明らかになった長

島町に特有の課題への施策になっていること、１頁の＜1＞の想定に該当することを

再確認し、その共通する特徴を再考することで、前論を補完することを目的とする。 

 

３．鹿児島県長島町とその課題 

（１）長島町の概要6 

 鹿児島県長島町は、同県北西端に位置する。町役場のある長島本島を中心に大小

23 の島々で構成され、人口 10,431 人（平成 27 年度国勢調査）、総面積 116.12km2

を有し、豊かな自然と温暖な気候に恵まれている。長島本島と九州本土の阿久根市

は「黒之瀬戸大橋」で接続する。長島本島－鹿児島市内は車で 2.5 時間程度かかる。 

  

 （図表 2）長島町の風力発電風景    （図表 3）長島町の太陽光発電の一例 

 

 

 

 

 

   （出典）井上前副町長提供写真    （備考）信金中金 地域・中小企業研究所撮影 

 

 長島町は、風力発電（図表 2）や太陽光発電（図表 3）をエネルギー政策の中心

に据え、バイオマス発電にも取り組んでいる。電力自給率は 150％を越える。主力

産業は、第一次産業で農作物（じゃがいも、甘藷、米、甘夏、不知火、みかん、お

茶）、畜産物（豚、肉用牛、鶏）、海産物（ブリ、アオサ、真鯛の養殖、近海漁業）

で食料自給率は 100％を超える。焼酎製造会社や電子部品の工場等もある 

（２）長島町の課題―地域活性化の観点から 

 前論（吉田 2018b）で示したとおり、地域活性化の観点で見れば、長島町も継続

                                                                                     

町前副町長の井上貴至氏（現愛媛県総務部総務管理局市町振興課課長）への取材及び取材用

の配布資料（井上:2018a;2018b）、2018 年 6月に鹿児島県長島町内で行った地方創生統括

監の土井隆氏への取材及び配布資料（2017 年 5 月 6日作成「長島版総合戦略個票」）、地

域おこし協力隊の益田啓光氏、甲斐友也氏及び（株）川商ハウス長島支店長の今田正仁氏へ

の取材内容に基づいている。 

6 本節の記述については長島町 HPをもとにしている。 

 長島町 HP：https://www.town.nagashima.lg.jp/（2018.5.2 参照） 
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的な人口減少が問題となっている。地域経済が安定成長し、一定水準以上の求人が

あるにも関わらず、人口の社会減が続くことが同町に特有の課題である。主な原因

として、イ.適切な専門・高等教育機関等がないために若年層が町外に流出するこ

と、ロ.専門・高等教育を受けた若年層は企業や専門職に進むことが多く、第一次

産業を中心とする町に戻りにくいこと、ハ.町外から移住したくても住宅の供給が

物理的に制限されることの 3 点に着目している。また、同様の視点から、井上氏、

土井氏ともに、ニ.好調な第一次産業の生産者が高齢化し、若年層が従事しない状

況を憂慮している。実際に、同町の第一次産業の有効求人倍率は現状でも概ね 2 倍

程度と想定される。よって、イ～ニに対応する施策の策定が求められるとわかる。 

  

４．長島町の地域活性化の施策とその策定過程 

 長島町の地域活性化の施策は、前副町長の井上貴至氏が当初作成し、井上氏の退任

後、「地方創生統括監」に就任した土井隆氏が独自の視点を加えて精査・発展させた

「長島版総合戦略個票（図表４）」で示される。2017 年 5 月 6 日版の「長島版総合戦

略個票（以下、「個票」という。）」では、長島町の現状を「中長期的な人口減少」

と把握し、最終的に同町の「持続可能性を高める」よう主張している。「個票」の施

策は、同町への定住を促す 4 つの基本目標と目標別の施策を列挙し、上述のイ～ニへ

の対応策が含まれる。よって、本論の認識は「個票」の認識と齟齬がないといえる。

「個票」には、前論で取り上げた大型の新ホテルに対応するために来訪者の増加を行

う施策も含まれている。 

  

  （図表 4）長島版総合戦略個票 

   

 

 

 

                （備考）信金中金 地域・中小企業研究所撮影 

  

 当初、長島町に係る様々な施策を策定した井上氏は、現在も総務省に所属する国家

公務員である。自ら創設した「地方創生人材支援制度」により、2015 年 4 月～2017

年 3 月の 2 年間、常勤職（副市町村長、幹部職員）として同町に派遣されている7。彼

は、着任直後から、同町の全ての離島を巡り、多くの人に会いに行き、体験し、対話

している。このような交流から「地域住民の強みや出来ること（特性）・やりたいこ

                            

7 地方創生に積極的に取り組む市町村（原則人口５万人以下）に対し、意欲と能力のある国家

公務員・大学研究者・民間人材を市町村長の補佐役として派遣する制度。 
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と（要望）は、実際に足を運んで話をしなければわからない」ことを発見している。 

 井上氏は、着任 3 ヵ月後に副町長に就任した直後から、日中は菓子やアイスクリー

ムを用意して副町長室を開放し、就業後は東町漁協の敷地内の施設（通称 ICE BOX）

前で不定期にバーベキューを行い、町民の参加と対話の場を提供している（図表 5）。

彼は「一緒に何か食べながら話をすると、親近感がわいて色々なアイディアが出る」

とその効果を述べている。実際に、井上氏は、後述の鹿児島相互信用金庫と同町が連

携して立ち上げた「ぶり奨学金制度」に係るブレインストーミングもバーベキュー会

場で行われた旨を述べている。 

   

（図表 5）ICE BOX 前のバーベキュー会場 

        

 

 

 

 

                  （備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影  

 

 井上氏は、自ら出向き、交流することで町民の特性と要望を理解し、それを軸に信

頼関係を築き、地域活性化の当事者として迎え入れる。逆説的にいえば、町民が仕事

のある日中に副町長室に訪問し、飲み物や食材を持ってバーベキュー会場に足を運ぶ

のは、信頼関係があり、当事者として対話に参加できると知っているからといえる。

彼は、このようなざっくばらんな対話から、地方創生人材支援制度で定められた 2 年

という期限内で 50 項目に及ぶ実現可能で具体的な施策を策定したのである。 

 井上氏の副町長時代に勧誘され、現在も地方創生統括監として活躍する土井氏は、

より現場に近い立場から井上氏の施策を精査･発展させている。彼が、町民との信頼

関係を築いていることは、今回の取材でも窺える。例えば、当方の要望に対し、多く

の町民の方々とその場で交渉し、面談を快諾していただいたのである。 

 土井氏は、井上氏の施策には実行可能であるが、簡単にいかないものもあるという。

彼は、町役場のマンパワーに配慮し、地域おこし協力隊等で実務に明るい外部人材を

整え、自身の IT に係る知見や大手 IT 企業勤務時代の人脈を生かして精査した 69 項

目の「個票」を提示したのである。 

 

５．長島版総合戦略個票（「個票」）の施策と実行 

（１）辻調理師専門学校との連携 

 イ.提携の経緯－前論文との関係から 

 井上氏は、定型的な執行業務を持たない副町長に就任した時、老朽化で閉鎖され
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た国民宿舎の代替となる大型の新ホテルに係る施策の策定を町長から託され、｢唯

一の宿題」と捉えて担当している。彼は、新ホテル建設･運営を公共で担うこと（官

設官営）には限界があると考え、民間企業の資金と運営ノウハウを生かす PFI を導

入する（民設民営）8。民間企業は、採算性が期待出来ない限り PFI に参加しない

ため、長島町への来訪者を増加させ、彼らがホテルを利用するよう促す施策を検討

し、阪急交通社と辻調理師専門学校との提携に思い至っている。これらの施策は、

最終的に PFI に地元の民間企業が参入したことで一応の成功を収めたといえる。前

論では、阪急交通社との提携を考察し、１頁の＜１＞の施策に該当していること、

そして来訪者の増加に成功したことを確認している。本論は、辻調理師専門学校と

の提携を中心に観察する。 

ロ.辻調理師専門学校との提携とその発展 

  当初、井上氏は、食料自給率 100%超で高い競争力のある長島町の生産物を食材と

して活用することで、身近で魅力的な観光資源になると考えたという。そこで、新

ホテルの開業に合わせて、地元の生産物を利用した料理について業界最大手の辻調

理専門学校の協力を仰ごうとしたのが提携のきっかけと述べている。 

  辻調理師専門学校との連携には現「地方創生統括監」の土井隆氏（図表 6）の尽

力が大きい。土井氏は、井上氏が勧誘した時点では、東京で IT 企業を起業した社

長だったという。彼の最初のキャリアは日本最大手の EC モール企業で、トップセ

ールスであったとのことである。その後、彼は日本初の求職者課金型転職サイトの

子会社で高級飲食店の予約サイトを立ち上げている。彼は、その時に辻調理師専門

学校出身の OB の料理人や同校の入学担当者等と親交を深めたという。彼は、同校

との提携にはその時の信頼関係が源泉にあったと述べている。 

 

 （図表 6）土井隆 地方創生統括監 

 

 

 

 

  

 

 

             （備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影    

 

 辻調理師専門学校側から見れば、同校が長島町と提携した理由は、学生の調理実

                            

8 詳細は前論（吉田 2018b）を参照のこと。 
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習等に安価で高品質の食材を提供できるメリットは当然として、最大の決め手は、

「ぶり奨学金制度」の存在であったと井上氏・土井氏ともに認めている。同制度は、

長島町出身の高校以上の生徒・学生に無利息の奨学金を貸与し、10 年以内に地元に

戻れば返済全てが補填されるというものである。井上氏は「同校は毎年 1,000 人以

上の卒業生を輩出するが、大都市圏内の著名料理店で修業した後、地元に戻って自

らの料理店を開くことを目標にしている人も少なくない。ぶり奨学金制度のように

地元に戻るインセンティブを高める仕組みは彼らにとっても他人事ではなく、強く

興味を持ってもらえた」と述べる。土井氏は「今までの一般的な料理人の成功モデ

ルは東京の銀座等で客単価 3 万円の店を持つことであった。しかし、同校は、今後

は地域に積極的に関わり、地域の持続可能性を担うプロデューサー的な役割を担う

シェフも輩出したいと考えていた」と述べている。両者共に、長島町の施策やその

考え方が同校の目指す方向性への具体的回答に成り得ることに興味を持ち、新ホテ

ルへの料理協力に留まらない包括的な提携になった旨を述べている（図表 7） 。 

 

   （図表 7）辻調との包括協定 

                   （注）一番右側から、 

                      井上貴至長島町副町長（当時） 

                      辻調理師専門学校責任者 

                      長島町地域おこし協力隊太田良冠氏 

 

 

                  （出典）井上貴至（2016）9  

 

辻調理師専門学校との提携には、新ホテルへの協力以外に、料理人と長島町の生

産者間の交流や町民に同校の通信教育講座のモニターとして参加してもらう等の

提携も含まれる。太田氏は、同校との関係を進め、ガストロノミーアイランド（美

食文化島）を創設するという構想を持つに至る。彼は、井上氏や土井氏と共に同校

出身の一流シェフやその関係者を筆頭に長島大陸視察ツアー等を始めている。同ツ

アーでは、ツアー参加者と生産者との直接交渉による販路拡大の他、シェフが同町

の生産物を使った実演調理を行い、生産者や一般参加者に提供する等、広く町民と

交流する機会を作る仕組みになっている（図表 8）。 

                            

9 井上貴至「料理人さん、いらっしゃ～い＜全国初＞辻調理師専門学校と地方創生にかかる協

定を締結」『井上貴至の「地域づくりは楽しい｣』 (2016 年 3 月)。 

井上貴至プログ 

 http://blog.livedoor.jp/sekainotakachan/archives/68522382.html（2018.10.25 参照） 
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   （図表 8）視察ツアー風景 

   

 

 

 

 

     

  

             （出典）長島町企画財政課（2016） 

   

 土井氏は、彼の IT 企業時代の後輩で共に高級飲食店の予約サイトの立ち上げに

も参加した太田良冠氏を地域おこし協力隊に推薦し、同施策を推進･発展させてい

る。太田氏は、IT 企業勤務時代に「一次産業と料理人との関係が希薄である」こと

を問題意識として持っており、土井氏に｢長島町であればやりたいことが出来る｣と

勧誘されたという。同ツアーは、2017 年 5 月現在、長島町から業務委託された東町

漁業協同組合の子会社 JFAによって 13回実施され、62名のシェフが参加している。

彼は、同町で辻調理師専門学校の通信教育講座の第一期モニターにもなっている。 

 長島大陸視察ツアーには、生産者が生産物を食材として再認識し、モチベーショ

ン向上や所得向上に寄与する効果があると井上氏も土井氏も認めている。井上氏は、

自らの生産物が食材して扱われるのを間近に見て、生産者が「食材提供者」として

の矜持を持つと述べる。また、農協に出荷できない小粒なジャガイモが料理に重用

され、同様に小粒で酸味の強い柑橘類が風味豊かな調味料になると間近で確認し、

今まで無用だった生産物に「新たな食材」としての価値があると気づくという。井

上氏は、それらが生産物への想いと所得上昇の両側面で生産者のモチベーションに

寄与すると強調する。土井氏は、町民の辻調理師専門学校への受入れ等を通じて、

料理人等の専門教育を受けた若い人材が長島町に回帰するきっかけに成り得ると

述べている。よって、この施策は、4 頁のニに対応しているとわかる。 

（２）「長島大陸食べる通信」の発行 

  長島大陸視察ツアーで見られるように、土井氏は、井上氏が策定した施策につい

て、地域おこし協力隊の整備等を含め、より現場に近い立場から精査･発展させて

いる。その主要な活動の 1 つに「長島大陸食べる通信（図表 9）」の発行がある。｢食

べる通信」は、「一般社団法人日本食べる通信リーグ」からライセンスを受けた団

体が「冊子と食材等」をセットで販売する定期購読誌の総称である。参加団体は全

国各地と台湾に広がっている。長島町が発行する｢長島大陸食べる通信」では、同

町で産出される魚介類、農作物やそれを利用した焼酎等の加工品等の産品をつくる

生産者を毎回 1 つ題材としている。 
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   （図表 9）長島大陸食べる通信 

 

 

 

 

 

                   （備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影 

 

  同誌は、生産者に注目した記事を中心とする 8～12 頁（新聞二つ折りサイズ）の

紙面と彼らが生産した産品を 3 ヶ月毎に契約者に配送するものである（１回 3,780

円）。地域おこし協力隊の甲斐友也氏が現編集長を担う。甲斐氏は、元々は鹿児島

大学の学生であり、長島町でのイベント参加をきっかけに地域おこし協力隊に参加

している。 

  甲斐氏は「長島町の産品や加工品はいずれも高品質であるが、そのことが認識さ

れていない」との問題意識を持つ。彼は、同町産のワカメのブランド「島ワカメ」

を例に挙げて、「産出量が鹿児島県トップで品質も高いためバイヤー人気は高い。

しかし、ほとんど知られていないため、作り手が増えず人手不足が続き、6 次産業

化10のアイディアがあっても実行に移せない」と述べている。 

  甲斐氏は、生産者が手がける産品･加工品に対するコンセプトや想い、食べ方に

対する要望等を読者（＝産品の購入者）に知ってもらうことがマーケティングの基

礎と述べ、雑誌の焦点を産品の生産者に当てる。彼は「生産者は、恥ずかしがり屋

で口下手の方が多く、簡単には本音が聞けない。3 ヶ月くらいかけ、仕事を手伝い、

一緒に飲みながら仲良くなって対話することで、だんだんに産品等に対する思い入

れや、どう食べて欲しいとかがわかってくる」という。彼は、このような「本音の

言語化｣を雑誌の編集方針としている。土井氏は「情報発信によって、間接的な交

流人口を増やし、第一次産業の生産者が魅力的な存在であるとわかってもらい、フ

ァンを創ることが大切」と述べ、「長島大陸食べる通信」が生産者と消費者をつな

ぎ、生産者の意識の向上そして生産者自体を増加させる効果も期待する旨を述べて

いる。 

（３）若者を長島町に引きつける施策 

  4 頁のイ.ロをまとめると、「町内の中学卒業生以上の若年層が町外に流出し、回

                            

10 1 次産業（農林漁業）と 2次産業（製造業）及び 3次産業（小売業等)の事業との総合的か

つ一体的な推進を図り、農山漁村の豊かな地域資源を活用した新たな付加価値を生み出す取

組みのこと。詳細は、農林水産省 HP を参照のこと。 

  農林水産業 HP：http://www.maff.go.jp/j/shokusan/sanki/6jika.html（2018.10.11 参照) 
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帰しない」事象が継続していることを示し、その原因が「高等教育機関と就業した

い職業の欠如」にあるとしている。「個票」では下記のような施策で対応している。 

①N センタープロジェクト－IT を利用した通信制 N 高等学校との提携 

 N センタープロジェクトとは、地方自治体とカドカワ株式会社（以下、「カド

カワ社」という。）が連携し、各地にネットによる教育拠点を開設するものであ

る。長島町は、ほぼ利用者のない長島町舎 4 階の展望台（図表 10）を IT 環境を

整えた当該教育拠点へと改装し、「長島大陸 N センター」を設立している。 

 

  （図表 10）長島大陸 Nセンターの場所（楕円） 

 

                   

 

 

                 （備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影 

 

   この提携は、土井氏の IT 関係の「人とのつながり」によって可能になったと

いえる。カドカワ社としても地方自治体との連携は初めての試みであったという。

当該拠点では、カドカワ社と（株）ドワンゴが提携して開校したインターネット

通信制高校「N 高等学校」の課外授業を受講できる。具体的には、実務のプロが

講師として教えるプログラミング講座、Web 制作講座、文芸小説制作講座、ファ

ッション／パティシエ／ビューティー／ゲーム講座から、大学受験用の講座、職

業体験などのキャリア学習まで用意されている。別途、通信制の N 高等学校に入

学すれば、全日制と同じ卒業資格の取得も可能で、同センターに通うこともでき

る。その他にも、鹿児島県内の高校生が手書きで学校案内に係る情報発信も行っ

ている（図表 11）。運営は、地域おこし協力隊の白鳥薫氏が担当している。 

 

   （図表 11）高校の紹介記事 

  

 

 

 

 

 

 

 

              （備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影 
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 土井氏は、N 高等学校の課外授業には大学受験から実務で即戦力を養成する講

座まであることを踏まえて「N センターの価値は、高校･大学といった紋切り型

の進路の提供ではなく、長島町に住む中学生や中学卒業者に人生の多様性を広げ

るための支援ができるところにある」との旨を述べている。 

②島 TECH の開催－IT を利用した地域活性化の人材開発事業（高校生向） 

 町内外の高校生が 1 週間の予定で長島町の事業者宅に滞在し、滞在先事業者の

課題について Web 制作を通じて解決する「島 TECH」という企画を実施している。

参加者はチーム別に町内の事業者の自宅等に滞在する。滞在先の事業者の課題を

自ら発見し、Web を手段とする解決策を提案し、実際に Web の制作までを行う。

滞在先の事業者には Web による情報発信を行えるとのメリットもある。 

 土井氏は、IT スキルを持ち、地域活性化に具体的に関われる人材育成を長島

町で展開する事業を行うことで「高校のない所でも、勉強を行う場所が作れる」

と述べ、参加者が将来の U･I ターン候補になって欲しい旨を述べている。 

 ③獅子島の子落とし塾（高校･大学生向） 

   井上氏は、長島町では、特に完全な離島の獅子島を筆頭に、高校生以上の生徒・

学生がいなくなりつつあり、地元の中学生が将来のキャリアデザインを描けなく

なっていると憂慮している。そこで、全国から大学生を招き、獅子島で地元の中

学生のための集中自学合宿を企画し、実行している。今年度は 8/25 と 8/27 の 2

日間行われている。 

④ぶり奨学金制度 

 井上氏を中心に鹿児島相互信用金庫の長島支店長や本部営業開発部の協力を

得て策定された制度である。前述の通り、長島町出身の高校以上の生徒・学生に

無利息の奨学金を貸与し、10 年以内に地元に戻れば返済全てが補填される制度

である。長島町から外に出た若年層が、大きく育って戻ってきてくれるきっかけ

となることを期待し、出世魚で同町を代表する「鰤
ぶり

」の名前を取ってぶり奨学金

制度と名づけられている。詳細は次回考察したい。 

（４）空き家バンク制度等 

  4 頁のハに係る対応である。地域おこし協力隊で「空き家」に関する事項を中心

に担当する益田啓光氏は「長島町は、最も広い長島本島でも中央に山があり、平地

部分が少ない。よって、物理的に新築住宅の供給制限があり、町外（阿久根市、出

水市）から長島町に勤務する方も多い」と述べる。地方創生統括監補佐の明石照久

大学名誉教授は「長島町の労働力不足を隣接地域の労働者で補うことで地域経済圏

が成立している」と分析する。また、同町唯一の不動産業者である株式会社川商ハ

ウス長島支店（図表 12）の今田正仁支店長は、長島町のアパート等の新築物件はす

ぐに埋まると述べる。両者の言説は益田氏の議論を裏付けるものとわかる。   
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 （図表 12）川商ハウス長島支店 

 

 

 

 

 

 

                （出典）（株）川商ハウス HP11 

               

  井上氏、土井氏や地域おこし協力隊の面々は、自らの経験、他の協力隊や移住者

との対話、そして同町の産業を担う人達等との交流から、長島町には人を惹きつけ

る魅力があり、潜在的な移住希望者がいることを認識している。また長島町に興味

を持った若者等が同町への移住を希望しても、供給制限で移住が出来なくなること

を危惧している。益田氏は、空き屋の再利用はその解決策として浮かんだという。 

 そこで、地主に空き家の登録を促し、町が利用者を斡旋する制度が「空き家バン

ク」である。この制度が機能しているのは、益田氏の尽力が大きい。長島町では、

空き家の場所がわからない場合も多く、所有者の移転登記等がなされていないこと

も多い。さらに、解体しないと危険な家屋もある。益田氏は、空き家の調査、家主

や地権者との様々な交渉から居住希望者の斡旋までをほぼ一手に引き受けている。

不動産登記の状況は川商ハウスの今田氏の協力を得ているとのことである。2018

年 3 月の改定により、同制度に登録することで、空き家を改修する際に、333 万円

（500 万円の 2/3）を上限とする補助金を交付している。詳細については、次回考

察するが、明石地域創生統括監補佐は、制度改正後、2018 年 10 月末時点で 30 件の

斡旋が成立したと述べる。 

   

６．検証結果 

井上氏は、長島町の町民との対話によって特性と要望を把握することで信頼関係を

構築し、信頼関係を構築した町内外の当事者と対話を行い、各々の特性と要望を調整

し、4 つの基本目標に応じた具体的な施策を 50 項目にまとめた「個票」を提示してい

る。土井氏は、より現場に近い立場から、役場の職員のマンパワーへの配慮、地域お

こし協力隊の態勢整備等を行い、独自の視点を加えて精査・発展させた 69 項目にわ

たる「個票」を再提示している。 

本論は、前論の議論を踏襲し、地域活性化の観点から長島町の問題も人口減少にあ

るとしている。また、同町の特有の問題として、地域経済が安定して一定以上の雇用

                            

11 （株）川商ハウス HP: https://www.roomstation.com/shop/nagashima（2018.10.26 参照） 
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があるにも関わらず、人口の社会減が続いていることにあると指摘し、取材等からそ

の主な原因を 4 頁のイ～ニとしている。「個票」も長島町の現状を「中長期的な人口

減少」と把握し、これらへの対応策が策定されているため、前論の議論を踏襲した本

論の認識と「個票」の認識には齟齬がないといえる。 

4 頁のイ.ロで「町内の中学卒業生以上の若年層が町外に流出し、回帰しない」現象

が継続しているということは「町内の中学卒業生にとって長島町に魅力がないと見え

ること」に他ならない。その直接的な原因は「高等教育機関と就業したい職業の欠如」

と分析される。しかしながら、町民と徹底した対話を行う井上氏・土井氏は、当該原

因の底流に「中学生や中学卒業生の若年層が選べる将来の選択肢が見えない」ことが

あると把握している。それは、井上氏が「町内の中学生のロールモデルがいないので、

将来をイメージできない」、土井氏が「高校の課程に捉われず好きな職業の勉強をす

べき」と述べていることからも窺える。よって、個票でも「中学生や中学卒業生にと

っての魅力的な選択肢の可視化と多様化」という視点を持つ様々な施策で行われてい

る。獅子島の子落とし塾も島 TECH も町内の中学生や中学卒業生と主に町外の高校生

や大学生との交流人口を増やし、将来の選択肢の可視化や多様化を行うものである。

長島大陸 N センター（図表 13）で用意した N 高等学校の課外授業には大学受験から実

務で即戦力を養成する講座まで用意されており、土井氏は「N センターの価値は、長

島町の中学生や中学卒業者に紋切り型の進路の提供ではなく、人生の多様性を広げる

支援ができるところにある」との旨を述べている。 

 

   （図表 13）長島大陸 Nセンター内部 

 

 

 

 

 

                  （備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影 

 

辻調理師専門学校との提携や「長島大陸食べる通信」の発刊も、同町の魅力が顕在

化し、選択肢として認知されれば、町外に流出した若者層が U ターンする可能性も高

くなる。ぶり奨学金制度はそのきっかけとして位置づけられている。 

4 頁のハは「空き家バンク」制度で対応している。空き家バンク制度への登録は、

町の行政面では家屋の所在と地権者の把握、移住者の受入先の機能、（借主が見つか

れば）地権者の固定資産税からの解放あるいは改装資金に係る補助金の需給対象等

各々の特性と要望が調整されている。この仕組みは地域活性化に係る官・民そして金

融機関連携のモデルケースとなるが、詳細は次回考察する。 
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 4 頁のニは辻調理師専門学校との提携や長島大陸通信の発刊等々で対応している。 

辻調理師専門学校との提携において、井上氏は、生産者が一流の料理人との対話や交

流する中で、良質な食材の提供者としての矜持が生まれ、新たな可能性に気づくこと

で、モチベーション向上につながると述べている。この効果は吉田（2018a）の事例

でも見られる。長島大陸食べる通信の編集長でもある太田氏は、外部の目から見た長

島町の生産者は「格好いい」といい、それを雑誌で伝え、長島町を広めたいという。

そもそも、長島町の産品や加工品は、生産者の知恵と工夫によって、ブランド名で差

別化できる生産物が多い。例えば、同町の東町漁協は、餌に 鰯
いわし

を混ぜる等の工夫を

凝らした「鰤
ぶり

王
おう

」ブランドのブリを養殖し、世界に輸出している。太田氏は、雑誌を

通じて、長島町の知名度を上げ、生産者を再評価し、彼らの矜持を広めることで、町

内外の人達に生産者への選択肢を提案しているといえる。 

 なお、本論では詳細まで触れないが、個票では、他にも長島町の知名度を上げる様々

な施策が見られる。例えば、長島町ではキッチンカーの「ブリうま食堂（図表 14）」

は全国で活躍している。また、長島町を舞台にした映画を全国展開するため、クラウ

ドファンディングでその資金を集める等の工夫をしている。 

 

 （図表 14）キッチンカー「ブリうま食堂」 

 

 

 

 

 

                 （備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所撮影 

 

７．結論とインプリケーション 

長島町は、地域経済が安定し、一定水準以上の雇用がある。気候は温暖、風光明媚

で観光地としての魅力もある。インフラも整備されつつあり、長島町の周回道路、風

力･太陽光発電等による電力自給率は 150%を超える。食料自給率は 100％超で良質の

食材が安価に提供される。町民性は進取の精神に富み、外部の人間に閉鎖的ではない。

阪急交通社が企画した旅行商品による同町への来訪客は 2017 年度 4,420 人で前年度

と比較して 2.37 倍となっている（室田 2018）。よって、同町は、井上氏、土井氏、

地域おこし協力隊や実際の移住者等も認めるように、外部の目から見て人を惹きつけ

る魅力があるにも関わらず、同町は人口の社会減が続いていることを意味する。 

井上氏と土井氏はその原因を 4 頁のイ～ニを求めている。イとロは①中学生や中学

卒業生の若年層が選べる将来の選択肢が見えないことといえる。ハは②物理的な理由

で住居供給ができないことといえる。ニは、生産者の優位性が再確認され、長島町の
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認知度が上昇し、交流人口が増えれば U・I ターン希望者の促進に寄与するとの視点

を加えると、③長島町の魅力が理解されていないことと読み替えられる。なお、前論

では「大型の新ホテルに建設に対応する施策」を「ニ」としているが「長島町の魅力

の理解」という意味で本論「ニ」に包含される。個票では、これらへの対応を行う施

策が明記されている。 

①に対応する施策は、長島町内の中学生の特性（進路の選択）及び要望（可能な選

択肢の把握）と中学卒業生の特性（長島町内の生活や就職）及び要望（実務技能取得

含む多様な選択肢）を把握した上で策定されている。井上氏や土井氏が、基本的に接

点のない彼らの特性や要望を把握しているのは、彼らに接し、親御さんや学校の先生

等と愚直な対話を行い、信頼関係を構築した証左といえる。当該特性と要望を正確に

理解しているからこそ、それに見合う特性と要望を持つ人材・事業者と調整し、企画

や提携が可能になる。長島大陸 N センター開設は、N 高等学校の特性（遠隔地授業と

多様な選択肢の提供）及び要望（参加者増加と収益化）、獅子島の子落とし塾は、高

校生・大学生の特性（将来の選択肢の提示）及び要望（ボランティア活動と非日常体

験）を調整した施策である。島 TECH は高校生の特性（自由な発想）と要望（将来の

選択肢を意識した実務経験と IT 技能取得）と町内の事業者の特性（研修場所の提供）

及び要望（HP 開設）を調整した施策である。 

②に対応する施策である空き家バンクは、新築物件の供給が物理的に難しい中で、

移住希望者の特性（町内の生活）及び要望（住居の確保）と長島町自体の特性（空き

家の増加）及び要望（住民の増加、空き家と地権者の確定、固定資産税の確保）を調

整した施策である。詳細は次回議論する。 

③に対応する施策は、第一次産業の生産者のモチベーションを高め、長島町自体の

認知度を上げ、興味を持ってもらうための施策となる。特に長島町の食材とその生産

者の特性（競争力のある産品、進取の精神）と要望（認知度上昇、労働力不足の解消、

生産物の新たな活用）を把握した上で策定されている。辻調理師専門学校との提携は、

同校の特性（優秀な料理人の派遣･食材開発）及び要望（地域を創る料理人の育成･良

質な食材の入手）、長島大陸食べる通信の発刊も同誌の特性（生産者の再評価と食材

の宣伝）及び要望（収入とロイヤリティ確保、知名度向上）を上乗せして調整した施

策である。 

これらの施策は、多岐にわたるため、全て成功しているかを定量的に測定するまで

には至っていない。しかしながら、前論で述べた阪急交通社と提携した旅行商品は売

行好調であり、大型の新ホテルの PFIは成功している。空き家バンクの利用は増加し、

土井氏は長島町で用意した改築費用の補助金の予算が逼迫しはじめた旨を述べてい

る。井上氏が始めた獅子島の子落とし講座は 2016 年から開催し、すでに 12 回を超え

ている。また、転勤等ではなく、自らの意思による移住者も見られ、益田氏は 2018

年 1-5 月で転入が 6 件 1 店舗、U･I ターンが 5 件 10 名であったという。このように、
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井上元副町長から始まり、土井地方創生統括監、明石地方創生統括監補佐や地域おこ

し協力隊の面々が人とのつながりを広げながら努力してきた結果は徐々に見えるも

のになってきているといえる。 

前論では、地域活性化に成功する施策の策定過程が「個人や団体の特性と要望を対

話によって理解して信頼関係を構築・拡張し、地域活性化の当事者とする過程」と「地

域内街の当事者を含む『人のつながり』で需要側と供給側の特性と要望を調整する過

程」の 2 段階で構成される特徴を持つと論結している。本論では、長島町に特有の問

題に対応する様々な施策の策定も同様の特徴を持つと確認している。本論は、当該特

徴を持つ施策の設定過程を井上氏の「信用を創り、つなげる」という言説に倣い、改

めて「信頼関係の構築･伸張の 2 段階過程」と呼称する。1 ページで記載したとおり、

本論では、＜1＞地域活性化の成功には、地方自治体が、補助金等を前提にした供給

側の論理ではなく、需要側の地域住民等のニーズに適合し、彼らに受容される地域経

済の活性化の施策を策定・推進する役割を担うことが不可欠と想定している。地域住

民に受容される施策とは、地域住民が各々の立場で自主的に参加し、その地域での生

活を選好するよう促す施策を意味する。今まで見てきた施策は、全て地域住民の特性

と要望を踏まえ、彼らが各々の生活基盤を拠点にして自主的に参加する仕組みであり、

（国及び関連団体からの）補助金等を前提としたものではない。 

以上の議論から、地域活性化に係る長島町に特有の問題を解決するための施策は

「信頼関係の構築・伸張の 2 段階過程」を経て策定され、上述＜1＞の想定は、地域

活性化の成功には、地方自治体が、補助金等を前提にした供給側の論理ではなく、需

要側の地域住民等のニーズに適合し、彼らに受容される地域経済の活性化及びそれが

人口の社会増につながる施策を策定・推進する役割を担うことと修正される。 

次回は、当該論結を踏まえ、手順⑤鹿児島相互信用金庫が関与した長島町の地域活

性化の施策が同町の施策の特徴と整合することを再確認し、１頁の＜2＞の想定を検

証する。なお、今まで手がかりとすべきと考えていた吉田（2018a）の考察も「信頼

関係の構築・伸張の 2 段階過程」の政策決定過程の議論に内包されるため、本議論で

代替する。 

 以 上 

（吉田 哲朗） 
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【バックナンバーのご案内：金融調査情報】（30年度） 
 

号 数 題   名 発行年月 

30－1 
地域活性化の仕組みづくりと地域金融機関（１） 

－「まちてん」の参加者（千葉県いすみ市）の事例から－ 
2018 年 4 月 

30－2 信用金庫の人材育成プログラム（人材戦略）の考え方－経営戦略⑪－ 2018 年 5 月 

30－3 信用金庫の創業先に対するフォローアップ強化策について 2018 年 5 月 

30－4 信用金庫の中期経営計画の策定事例－新宮信用金庫－ 2018 年 5 月 

30－5 信用金庫の移動金融店舗車の導入動向について 2018 年 5 月 

30－6 信用金庫の建設業向け貸出動向 2018 年 5 月 

30－7 信用金庫の若手職員の育成事例③ －京都北都信用金庫－ 2018 年 6 月 

30－8 信用金庫のペーパーレス会議への取組みについて 2018 年 7 月 

30－9 
１人当たりの指標からみる信用金庫の生産性 

－預金規模階層別にみた特徴－ 
2018 年 7 月 

30－10 信用金庫の創業支援施設の開設動向について 2018 年 8 月 

30－11 信用金庫の母店制度の導入事例-京都北都信用金庫「エリア制」- 2018 年 8 月 

30－12 
地域活性化の仕組みづくりと地域金融機関（２）－１ 

－『まちてん』の参加者（鹿児島県長島町）の事例から－ 
2018 年 9 月 

30－13 経営指標の変化から見えるアベノミクス５年間の信用金庫業界の構造変化 2018 年 10 月 

30－14 
英国の新規参入銀行メトロバンクの戦略 

―顧客ではなく「ファン」の獲得を目指す― 
2018 年 11 月 

30－15 信用金庫の地区別貸出金増加率と業種別寄与度の動向 2018 年 11 月 

＊バックナンバーの請求は信金中央金庫営業店にお申しつけください。 
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（2018 年 11 月実績） 

 

○レポート等の発行状況 

発行日 分     類 通巻 タ  イ  ト  ル 

18.11.2 内外金利・為替見通し 30-8 物価の基調は弱く、日銀は当面、超緩和的なスタンスを維持 

18.11.16 経済見通し 30-3 
実質成長率は18年度0.9％、19年度0.8％と予測 
－輸出の増勢は鈍化しているが、堅調な内需を支えに
景気は回復基調を維持－ 

18.11.20 金融調査情報 30-14 
英国の新規参入銀行メトロバンクの戦略 
－「顧客」ではなく「ファン」の獲得を目指す－ 

18.11.30 金融調査情報 30-15 信用金庫の地区別貸出金増加率と業種別寄与度の動向 

○講演等の実施状況 

実施日 講 演 タ  イ  ト  ル 主     催 講演者等 

18.11.6 日本経済の現状と展望 埼玉県信用金庫協会 角田匠 

18.11.6 「稼ぐ力」を磨く中小企業 蒲郡信用金庫 藁品和寿 

18.11.8 国内外の経済・金利見通し 平塚信用金庫 奥津智彦 

18.11.8 商店街の活性化事例 城北信用金庫 笠原博 

18.11.9 環境変化に挑む！中小企業の経営事例 山梨信用金庫 鉢嶺実 

18.11.14 「フィンテック」と「ビットコイン」 福岡信用金庫 藁品和寿 

18.11.16 
構造変化の中で「稼ぐ力」を磨く中小企業の
経営事例 尼崎信用金庫 藤津勝一 

18.11.21 
千年企業の継続力！ 
－その経営が示唆するものは何か－ 

道南うみ街信用金庫 鉢嶺実 

18.11.21 内外経済と金利・為替相場の展望 いちい信用金庫 角田匠 

18.11.23 信用金庫による地域活性化への取組み 北海道大学大学院経済学研究院 
日本計画行政学会北海道支部 

松崎英一 

18.11.27 環境変化に挑む！若手経営者の取組み事例 白河信用金庫 鉢嶺実 

18.11.27 
企業の「稼ぐ力」 
－「稼ぐ力」を磨く企業の事例－ 

津山信用金庫 松崎英一 

18.11.28 環境変化に挑む！中小企業の経営事例 飯能信用金庫 鉢嶺実 

＜信金中央金庫 地域・中小企業研究所 お問い合わせ先＞ 

〒103-0028 東京都中央区八重洲１丁目３番７号 

TEL: 03-5202-7671（ダイヤルイン） FAX: 03-3278-7048 

e-mail：s1000790@FaceToFace.ne.jp 

URL http://www.shinkin-central-bank.jp/（信金中央金庫） 

http://www.scbri.jp/（地域・中小企業研究所） 


